
平成２２年度 木曽三川安全利用啓発及び環境教育活動業務
企画競争実施にかかる説明書

１．業務の概要

(１)業務目的
本業務は、河川利用者に対して、水難事故を未然に防止して河川を安全に利用することを理解

していただくことを目的として「水辺の安全ハンドブック」、「危険箇所マップ」を活用した安全
教育活動を実施するとともに、環境教育、水生生物調査を実施する。

(２)業務内容
本業務で実施する業務は以下のとおりである。

１）木曽三川安全教育活動
河川を安全に利用するために留意すべきことや木曽三川で啓発できる安全利用に関する教材で

ある「水辺の安全ハンドブック」、「危険箇所マップ」を活用し、現地での活動を通して安全教育
を行う。

現地での安全教育は、５箇所(木曽川２、長良川２、揖斐川１)を抽出し、７～８月にかけて実
施する。
２）木曽三川子ども環境学習活動

流域の子どもを対象に、「川で遊び 川で学ぶ」をテーマに川の体験活動をとおして、川に学
ぶ社会の形成を目指し、木曽三川の環境に関する総合学習活動を行う。

木曽川・長良川・揖斐川の各河川で２箇所ずつ計６日間実施する。
３）木曽三川水生生物調査

河川の水質調査の一貫として、小学生から一般の方の参加を得て「今後の河川水質管理の指標
(案）」（国土交通省河川局河川環境課 平成21年3月）、「川の生きものを調べよう 水生生物によ
る水質判定」（(財)河川環境管理財団 平成16年6月）に基づいて調査を実施することとし、地元
の学校と連携を図ってより多くの方が調査に参加できるように呼びかける。

また、調査に際しては、河川環境や河川の安全利用についても理解を深めてもらう。
調査時期：７～８月
調査箇所：別紙１に記載された１６箇所

(３)履行期間
履行期間は、契約締結日の翌日から平成２２年１２月１５日までを予定している。

(４)業務打合せ
業務の打合せは４回行うものとし、管理技術者が出席するものとする。

(５)成果品
成果品は以下のとおりとする。
・報告書（Ａ４版） １部
・電子データ（ＣＤ－Ｒ） １部

(６)既存資料の閲覧
企画提案書の作成にあたり、以下の資料を閲覧することができる。

１）資料名：平成１９年度木曽三川環境教育及び河川愛護啓発活動業務
平成２０年度木曽三川環境教育及び河川愛護啓発活動業務
平成２１年度木曽三川安全教育資料作成業務

２）閲覧場所：国土交通省中部地方整備局木曽川上流河川事務所調査課
（岐阜市忠節町５－１ ＴＥＬ ０５８－２５１－１１２５）

３）閲覧期間：企画提案書の提出期限の前日までの土曜日､日曜日及び休日を除く毎日､８時３０
分から１７時１５分まで（事前に木曽川上流河川事務所調査課に連絡すること。）

(７)概算予算額
本業務の参考業務規模は、４５０万円程度を想定している。

２．企画競争実施に関する提案内容

(１)本業務の企画競争の実施にあたり企画提案書に記載すべき事項及び留意事項は次のとおりとす
る。企画提案書は、様式１とする。

提案内容 記載にあたっての留意事項



1 企画提案書 ・任意様式で、Ａ４版２０枚以内とする。

・業務実施方針、業務手法、業務フロー、工程計画について具体的に記載する。

特に以下の項目については必ず記載すること。

１）木曽三川安全教育活動

木曽三川の安全利用に関する効果的な教育活動に関する企画

２）木曽三川子ども環境学習活動

木曽三川の子どもを対象にした環境学習活動に関する企画

・業務実施体制について具体的に記載する。(様式２参照)

・配置予定管理技術者について、経歴等を具体的に記載する。(様式３参照)

2 同種又は類似の ・企画提案書の提出者が過去に受注（再委託による業務の実績は含まない。）し

業務の実績 た「同種又は類似業務」の実績について記載する。

・同種業務とは、河川の利用に関する調査又は企画・運営業務、及び河川の環境

教育に関する企画・運営業務（同一業務でなくてもよい）をいう。

・類似業務とは、河川の利用に関する調査又は企画・運営業務、又は河川の環境

教育に関する企画・運営業務をいう。

・実績として記載した業務の契約書及び仕様書の写しを添付すること。

・記載する業務は平成１６年度以降に完了した業務とし、記載する業務数は最大

３件までとする。

・記載様式は様式４とし、図面、写真等を引用する場合も含め、Ａ４版１枚以内

に記載する。

4 参考見積書 ・本業務に係る参考見積書（内訳を含む）を提出すること。

・参考見積書は、積算の参考として用いる。

(２)その他
本業務の契約書(案)は別添－１、特記仕様書(案)は別添－２のとおりである。

(３)担当部局
〒500-8801 岐阜県岐阜市忠節町５－１

国土交通省 中部地方整備局 木曽川上流河川事務所調査課地域連携係
電 話 ： ０５８－２５１－１１２５
ＦＡＸ ： ０５８－２５１－１１５０
電子メール ： cyousa@info.kisosansen.go.jp

３．企画提案書の提出先、提出方法及び提出期限

(１)提出先
２．(３)と同じ

(２)提出方法
２．(３)に掲げる提出先に持参、郵送(書留郵便等の配達記録が残るものに限る)、ファクシミ

リ又は電子メールによること（ファクシミリ又は電子メールの場合には着信を確認すること）。
なお、電子メールで提出する場合は以下によること。これ以外の提出は無効とする。
・使用可能なソフトは以下のとおりとする。

一太郎 2007 以下
Microsoft Word2002 以下
Microsoft Excel2002 以下
その他アプリケーション PDFファイル Acrobat6.0 以下

画像ファイル JPEG及びGIF形式
圧縮ファイル LZH形式

・ファイル総量は１メガバイト以内とすること（２つ以上のファイルは認めない）。
・プリントアウト時に規定の枚数内となるように設定しておくこと。

(３)提出期限
平成２２年４月５日(月)１６時００分

(４)提出期限までに企画提案書が到達しなかった場合、企画提案書はいかなる場合も受理しない。

(５)企画提案書の作成・提出、ヒアリングの実施に要する費用及びヒアリング参加に要する費用等
は提出者の負担とする。

(６)企画提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該企画提案書を無効にするとともに、記載を行っ
た提案者に対して指名停止を行うことがある。



(７)特定した提案内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年５
月１４日、法律第４２号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求者からの開示
請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないものについては、
開示対象となる場合があること。提出された企画提案書は、当該提案者に無断で２次的に使用し
ないこと。

(８)企画提案書提出後の記載内容変更又は取消しは、発注者の指示に従って行う場合を除き認めな
い。

また、企画提案書に記載した予定担当者は、原則として変更できない。ただし、病気、死亡、
退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の担当者であるとの発注者の了
解を得なければならない。

４．企画提案書の提出に際し、不明な点がある場合の質問の受付方法等

(１)質問は、文書（書式自由、ただし規格はＡ４版）により行うものとし、持参、郵送、ファクシ
ミリ、又は電子メールのいずれの方法でも可能とする。（ファクシミリ又は電子メールの場合に
は着信を確認すること。）なお、文書には、回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話及びＦＡ
Ｘ番号、電子メールアドレスを併記するものとする。
①質問の受付先：２．(３)に同じ
②質問の受付期間：平成２２年３月１７日(水)～平成２２年３月２６日(金)

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、
９時００分から１６時００分まで

(２)質問に対する回答は、質問を受理した日から企画提案書の提出期限の２日前（休日を含まない。）
以内にファクシミリ及び電子メールにより行うほか、下記のとおり閲覧に供する。
①閲覧場所：〒500-8801 岐阜県岐阜市忠節町５－１

国土交通省 中部地方整備局 木曽川上流河川事務所 １Ｆロビー掲示板
②閲覧期間：回答の翌日から企画提案書の提出期限の前日までの土曜日、日曜日及び祝日を除く

毎日、８時３０分から１７時１５分まで

５．ヒアリングの実施
(１)ヒアリングについて

提出された企画提案書の説明を受けるためのヒアリングを開催する。開催日は以下のとおり予
定している。

①実施場所：中部地方整備局木曽川上流河川事務所会議室
②実 施 日：平成２２年４月７日(水)～４月８日(木)
③出 席 者：管理技術者(主たる予定担当者)。なお、当該業務に従事する予定の担当者の同席

は認める。
④そ の 他：時間は後日連絡する。ヒアリング参加時の追加資料は受理しない。

６．企画提案を特定するための評価基準

(１)企画提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウェイトは、以下のとおりである。

番 評価項目 評 価 の 着 目 点 評価の
号 判 断 基 準 ｳｪｲﾄ
1 企画提案書 企画 業務内容全体 業務の実施方針、手法、計画が具体的に設定され、

内容 実現性・妥当性がある場合に優位に評価する。 １０

木曽三川安全教 木曽三川の安全利用に関する効果的な教育活動に
育活動 関する企画内容が具体的に設定され、実現性・妥当 １０

性がある場合に優位に評価する。
木曽三川子ども 木曽三川の子どもを対象にした環境学習活動に関
環境学習活動 する企画内容が具体的に設定され、実現性・妥当性 １０

がある場合に優位に評価する。
2 業務の実績 専 業 過去５年間の同 下記の順位で評価する。

門 務 種又は類似業務 ①同種業務の実績がある。 ５
性 執 の実績の内容 ②類似業務の実績がある。

行 なお、業務実績がない場合は特定しない。



力
情 地 過去５年間の中 下記の順位で評価する。
報 域 部地方整備局管 ①木曽川上流河川事務所での実績がある。
収 精 内での業務実績 ②中部地方整備局管内での実績がある。 ５
集 通 の有無 なお、上記に該当しない場合は加点しない。
力 度

3 配置予定管 管 資 技術者資格、そ 下記の順位で評価する。
理技術者の 理 格 の専門分野の内 ①NPO川に学ぶ体験活動協議会(RAC)公認ﾄﾚｰﾅｰ又はｲﾝ
経験及び能 技 要 容 ｽﾄﾗｸﾀｰの資格を有する。 ５
力 術 件 NPO自然体験活動推進協議会(CONE)公認ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

者 又はｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰの資格を有する。
②プロジェクトワイルド エデュケーター
③技術士(建設部門：河川、砂防及び海岸・海洋、

総合技術監理部門：建設－河川、砂防及び海岸・
海洋)の資格を有する。
RCCM(河川･砂防及び海岸･海洋)の資格を有する。

なお、上記の資格を有しない場合は特定しない。
4 参考見積書 業務コストの妥当性 提示した業務規模と大きくかけ離れているか、ま 数値化

たは提案内容に対して見積もりが不適切な場合には しない
選定しない。

(２)企画提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウェイトは６．(１)の評価に加え以下の項
目を追加する。

評価項目 評 価 の 着 目 点 評価の
判 断 基 準 ｳｪｲﾄ

ヒアリング 業務理解力 業務目的、業務内容を十分理解している。 １０

コミュニケーション力 質問に対する応答が明確、かつ迅速である。 １０

取り組み姿勢 業務への取り組み姿勢が積極的である。 １０

７．企画提案の特定

特定された者に対しては、書面（特定通知書）により通知する。

８．非特定理由に関する事項

(１)提出した企画提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨と、その理由（非
特定理由）を書面（非特定通知書）をもって、分任支出負担行為担当官から通知する。

(２)上記(１)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（暦日）以内に、書面（書
式は自由）を持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録の残るものに限る。）することにより、分
任支出負担行為担当官に対して非特定理由について説明を求めることができる。

(３)上記(２)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（暦日）以内
に書面（様式自由）により行う。

(４)非特定理由の説明書請求の受付場所、受付時間は以下のとおりである。
①受付場所：２．(３)の提出先と同じ。
②受付日時：土曜日、日曜日及び祝日を除く８時３０分から１７時１５分まで。

９．その他の留意事項

(１)契約書作成の要否等
別添－１の契約書（案）により契約書を作成するものとする。

(２)支払条件
前払金 無
部分払 有

(３)関連情報を入手するための照会窓口
２．(３)に同じ



番号 箇　　所　　名 地　　先　　名 調査① 調査②

1 中濃大橋 美濃加茂市深田 ○ －

2 犬山頭首工 犬山市大字木津字西ノ山 ○ ○

3 平成川島橋 各務原市川島町 ○ ○

4 東海北陸自動車道南派川橋 一宮市北方町 ○ －

5 馬飼大橋 羽島市桑原町前野 ○ －

6 藍川橋 岐阜市加野 ○ ○

7 長良橋 岐阜市長良町 ○ －

8 忠節橋 岐阜市忠節町 ○ ○

9 河渡橋 岐阜市江崎 ○ －

10 穂積大橋 岐阜市下奈良 ○ －

11 古川橋 岐阜市南正木 ○ ○

12 岡島橋 揖斐郡揖斐川町岡島 ○ ○

13 平野庄橋 揖斐郡大野町公郷 ○ －

14 鷺田橋 瑞穂市呂久 ○ ○

15 揖斐大橋 大垣市万石 ○ －

16 広瀬橋 養老郡上石津町沢田 ○ －

別紙１

水生生物調査箇所一覧

注）調査①は「川の生きものを調べよう　水生生物による水質判定」に、調査②は「今
後の河川水質管理の指標(案）」に基づいて実施する調査である。

























別添－２

平成２２年度 木曽三川安全利用啓発及び環境教育活動業務
特記仕様書（案）

第１条 適用範囲

本特記仕様書は、木曽川上流河川事務所が実施する「平成２２年度 木曽三川安全利

用啓発及び環境教育活動業務」（以下「本業務」という。）に適用する。

本業務の実施は、契約書によるほか、本特記仕様書に基づき行わなければならない。

第２条 業務目的

本業務は、河川利用者に対して、水難事故を未然に防止して河川を安全に利用するこ

とを理解していただくことを目的として「水辺の安全ハンドブック」、「危険箇所マッ

プ」を活用した安全教育活動を実施するとともに、環境教育、水生生物調査を実施する。

第３条 業務内容

１ 計画準備

本業務の実施にあたり、業務の実施方針、業務計画を立案するものとする。

２ 打合せ協議

打合せは、４回行うものとする。

３ 木曽三川安全教育活動

河川を安全に利用するために留意すべきことや木曽三川で啓発できる安全利用に関

する教材である「水辺の安全ハンドブック」、「危険箇所マップ」を活用し、現地で

の活動を通して安全教育を行う。

現地での安全教育は、５箇所(木曽川２、長良川２、揖斐川１)を抽出し、７～８月

にかけて実施する。

４ 木曽三川子ども環境学習活動

流域の子どもを対象に、「川で遊び 川で学ぶ」をテーマに川の体験活動をとお

して、川に学ぶ社会の形成を目指し、木曽三川の環境に関する総合学習活動を行う。

木曽川・長良川・揖斐川の各河川で２箇所ずつ計６日間実施する。

５ 木曽三川水生生物調査

河川の水質調査の一貫として、小学生から一般の方の参加を得て「今後の河川水質

管理の指標(案）」（国土交通省河川局河川環境課 平成21年3月）、「川の生きものを

調べよう 水生生物による水質判定」（(財)河川環境管理財団 平成16年6月）に基

づいて調査を実施することとし、地元の学校と連携を図ってより多くの方が調査に参

加できるように呼びかける。

また、調査に際しては、河川環境や河川の安全利用についても理解を深めてもらう。

調査時期：７～８月

調査箇所：別紙１に記載された１６箇所

６ 報告書作成

各資料作成及び調査の成果品をとりまとめる。

第４条 資料の貸与

貸与する資料は以下のとおりとする。

・平成21年度 木曽三川安全利用資料作成業務

・平成20年度 木曽三川環境教育及び河川愛護啓発活動業務

・平成19年度 木曽三川環境教育及び河川愛護啓発活動業務



第５条 成果品

成果品は、以下に示すものとし、提出先は木曽川上流河川事務所調査課とする。

・報告書（Ａ４版） １部

・電子データ（ＣＤ－Ｒ） １部

第６条 管理技術者

業務の技術上の管理を行う管理技術者を定めること。

第７条 著作権の譲渡等

１ 受注者は、成果物が著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号に規

定する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る受

注者の著作権（著作権法第２１条から第２８条までに規定する権利をいう。）を当該

著作物の引き渡し時に発注者に無償で譲渡するものとする。

また、受注者は、当該著作物について著作者人格権（著作権法第１８条から第２０

条までに規定する権利をいう。）を発注者に対し行使しないものとする。

２ 受注者以外が所有する著作物（イラスト、写真等）を成果物に使用する場合等で、

上記によりがたい場合はあらかじめ発注者の承諾を得るとともに、対象となる著作物

と所有者（著作権及び著作者人格権）の名称、連絡先を提出するものとする。

第８条 再委託

１ 契約書第７条第１項に規定する「主たる部分」とは、下記に掲げるものをいい、

受注者はこれを再委託することはできない。

①総合的企画、業務遂行管理、手法の決定、技術的判断

２ 受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース、資料整理、計算処理、模

型製作、翻訳、参考書籍、文献購入、消耗品購入、会場借上等などの軽微な業務の再

委託については、発注者の承諾を必要としない。

３ 再委託の協議については、契約書第７条第３項に基づき、再委託の相手方の住所、

氏名、再委託業務内容、担当者氏名、再委託の必要性、再委託する業務の契約金額（予

定）を明記した再委託協議書を履行体制に関する書面の提出期限までに発注者に提出

し承諾を得なければならない。

４ 受注者は、再委託について発注者より承諾を得た場合は、次の事項を記載した履

行体制に関する書面を発注者に提出するものとする。

一 再委託等の相手方の住所、氏名、並びに当該再委託の相手方が行う業務の範囲

二 再委託の相手方が再々委託を行うなどの複数の段階で再委託が行われるときに

は、当該複数の段階の再委託の相手方住所及び氏名並びに当該複数の段階の再委託

の相手方がそれぞれ行う業務の範囲

第９条 行政情報流出防止対策の強化

１ 受注者は、本業務の履行に関する全ての行政情報について適切な流出防止対策を

とらなければならない。

２ 受注者は、別紙－２「業務における行政情報流出防止対策の基本的事項」を遵守

しなければならない。

３ 発注者は、受注者の行政情報の管理体制等について、必要に応じ、報告を求め、

検査確認を行う場合がある。

第１０条 疑義

管理技術者は、本特仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに

調査職員と協議して決定するものとする。



番号 箇　　所　　名 地　　先　　名 調査① 調査②

1 中濃大橋 美濃加茂市深田 ○ －

2 犬山頭首工 犬山市大字木津字西ノ山 ○ ○

3 平成川島橋 各務原市川島町 ○ ○

4 東海北陸自動車道南派川橋 一宮市北方町 ○ －

5 馬飼大橋 羽島市桑原町前野 ○ －

6 藍川橋 岐阜市加野 ○ ○

7 長良橋 岐阜市長良町 ○ －

8 忠節橋 岐阜市忠節町 ○ ○

9 河渡橋 岐阜市江崎 ○ －

10 穂積大橋 岐阜市下奈良 ○ －

11 古川橋 岐阜市南正木 ○ ○

12 岡島橋 揖斐郡揖斐川町岡島 ○ ○

13 平野庄橋 揖斐郡大野町公郷 ○ －

14 鷺田橋 瑞穂市呂久 ○ ○

15 揖斐大橋 大垣市万石 ○ －

16 広瀬橋 養老郡上石津町沢田 ○ －

別紙１

水生生物調査箇所一覧

注）調査①は「川の生きものを調べよう　水生生物による水質判定」に、調査②は「今
後の河川水質管理の指標(案）」に基づいて実施する調査である。



別紙－２

業務委託等における行政情報流出防止対策の基本的事項

（関係法令等の遵守）

第１条 行政情報の取り扱いについては、関係法令を遵守するほか、本規定及び発注者の指示する

事項を遵守するものとする。

（行政情報の目的外使用の禁止）

第２条 受注者は、発注者の許可無く本業務の履行に関して取り扱う行政情報を本業務の目的以外

に使用してはならない。

（社員等に対する指導）

第３条 受注者は、受注者の社員、短時間特別社員、特別臨時作業員、臨時雇い、嘱託及び派遣労

働者並びに取締役、相談役及び顧問、その他全ての従業員（以下「社員等」という。）に対

し行政情報の流出防止対策について、周知徹底を図るものとする。

２ 受注者は、社員等の退職後においても行政情報の流出防止対策を徹底させるものとする。

３ 受注者は、発注者が再委託を認めた業務について再委託をする場合には、再委託先業者に

対し本規定に準じた行政情報の流出防止対策に関する確認を行うこと。

（契約終了時等における行政情報の返却）

第４条 受注者は、本業務の履行に関し発注者から提供を受けた行政情報（発注者の許可を得て複

製した行政情報を含む。以下同じ。）については、本業務の実施完了後又は本業務の実施途

中において発注者から返還を求められた場合、速やかに直接発注者に返却するものとする。

本業務の実施において付加、変更、作成した行政情報についても同様とする。

（電子情報の管理体制の確保）

第５条 受注者は、電子情報を適正に管理し、かつ、責務を負う者（以下「情報管理責任者」とい

う。）を選任及び配置するものとする。

２ 受注者は次の事項に関する電子情報の管理体制を確保しなければならない。

イ 本業務で使用するパソコン等のハード及びソフトに関するセキュリティ対策

ロ 電子情報の保存等に関するセキュリティ対策

ハ 電子情報を移送する際のセキュリティ対策

(電子情報の取り扱いに関するセキュリティの確保)

第６条 受注者は、本業務の実施に際し、情報流出の原因につながる以下の行為をしてはならない。

イ 情報管理責任者が使用することを認めたパソコン以外の使用

ロ セキュリティ対策の施されていないパソコンの使用

ハ セキュリティ対策を施さない形式での重要情報の保存

ニ セキュリティ機能のない電磁的記録媒体を使用した重要情報の移送

ホ 情報管理責任者の許可を得ない重要情報の移送

（事故の発生時の措置）

第７条 受注者は、本業務の履行に関して取り扱う行政情報について何らかの事由により情報流出

事故にあった場合には、速やかに発注者に届け出るものとする。

２ この場合において、速やかに、事故の原因を明確にし、セキュリティ上の補完措置をとり、

事故の再発防止の措置を講ずるものとする。

３ 事故の発生が受注者に起因する場合には、受注者の費用をもって回復するものとする。

４ 受注者に起因する情報流出事故により生じた第三者への損害の賠償については、受注者が

その責を負うものとする。




